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第13回講演 

縮小時代の都市政策 

講師 豊橋技術科学大学長･日本学術会議会長 

 大西 隆 氏 

 
 

はじめに 

皆さんこんにちは。ただいまご紹介いただい

た大西です。先ほど、私と同姓の大西市長が、

徳島を経て熊本にいらしたとおっしゃいました。

私は松山出身で熊本に直接の縁はないのですが、

妻が天草出身で、そのことから、熊本は、非常

によく訪れて、いろいろ見聞させていただいて

います。 
本日は「縮小時代の都市政策」という題でお

話させていただきます。題目だけみると、少し

ドキッとするとか、そこまで言うのかという感

じもあるかと思いますが、時代が段々こうなっ

ているということです。 
私は現在、国立大学の学長をしております。

全国には 86 の国立大学があり、もちろん熊本
大学はその中の雄の一つではありますが、小さ

な単科大学もたくさんあります。将来を考える

と、国立大学も今後入学者が減っていくのでは

ないかということで、拡張ではなく、縮小をど

ううまくやっていくかということになります。

そのようなことから、本日のテーマは縮小時代

の大学政策にもつながるわけであります。そう

いう意味では、やや暗いテーマであり、何回も

元気の出にくい話が出てきて申し訳ないのです

が、この時代を経ないと、次の時代が拓けない

厳しい時期に日本が直面していることを一緒に

考えてみたいと思います。 

 
本日は以上の流れで、お話しします。 

 
１ 国土政策と人口減少社会の意味 

実は、人口問題をはじめとする地方都市の問

題は、急に登場したのではなく、今まで何度も

話題にされてきました。もう 20年ぐらい、「創
成」、「再生」、「新生」、「創生」といった言葉が、

日本の都市政策に使われ、都市を何とかしなけ

ればいけないという議論が繰り返されてきまし

た。しかしながら、それぞれの政策の効果があ

まりなく、なかなか問題が解決されない、ある

いはより深刻になっていきながら、今日があり

ます。ですから、この分野というのは、厳しい

問題をずっと抱えてきました。ある意味で地方

都市は、大都市を含めた日本全体が抱えている

今日の問題を先取りしていたともいえるわけで

す。 
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図1. 三大都市圏への転入･転出超過数の推移 

(1954年～2014年) 
 
日本には東京、名古屋、大阪を中心とした、

大都市圏があります。都道府県別にまとめると、

東京圏は、東京、神奈川、埼玉、千葉。名古屋

圏が、愛知、岐阜、三重。大阪圏が、大阪、兵

庫、京都、奈良の都府県です。大都市圏ですか

らそこに人が集まって、都市が大きくなってき

たということです。その変化を、グラフにした

のが図１です。 
日本には、住民基本台帳があって、住民登録

が行われます。住民登録は行わなければならず、

しかも引っ越す時には、現在の市町村から次の

市町村へ住民登録を移さなければならないので、

それもデータとして集計されています。ですの

で、今年行われる国勢調査とは別に、住民基本

台帳をベースにしても人口が分かり、しかも、

どこからどこに移動したのかも分かるわけです。

図 1は住民基本台帳における移動を集約したグ
ラフで、1950年代からごく最近まであります。
一年間におけるその都道府県の転入と転出を差

し引きしたものです。大都市の立場から見てい

ますが、これを裏返すと、地方都市、地方圏と

いうことになり、大都市圏と地方圏の二つに分

けて見ることができるわけです。 
実線で書いてあるのが三大都市圏全て合計し

たものです。1960年頃大都市に非常に人口が集
まっていたわけです。それが鈍化したのがオイ

ルショックの時期、バブルの時期から再び大都

市に集まりだした。バブル崩壊とともに再び大

都市への集中が鈍化し、また最近大都市に集中

している、実線を追っていくと大きな山が三つ

見えるわけです。 

よく一極集中という言葉が使われますが、そ

れはこの内訳を見ると分かります。図 1の最初
の山の部分です。内訳が三つありまして、東京、

大阪、名古屋となっています。東京に一番人が

集まっているわけですが、大阪、名古屋にも集

まっていた、三大都市圏がそれぞれ人を集めて

いたのです。ところが、二つ目の山となると様

相が変わってきて、名古屋は 0 より上ですが、
大阪は 0より下になっている。大阪も地方のよ
うに流出しているのです。三つ目の山も同様で、

大阪と名古屋のグラフは 0より下あるいはわず
かに上と低迷している。つまり 50 年前は三つ
あった極が一つになって、大都市圏イコール東

京圏になってしまった。これを一極集中と呼ん

でいるわけです。 
このように一ヶ所に集まっていくことは良く

ないと言われます。しかし、少し逆説的ですが、

ふり返ってみると悪いことばかりではないので

す。 

 
図 2. 都道府県毎の所得格差の変化 

 
図 2のグラフは、格差を一つの数字に表す方
法であるジニ係数を使い、都道府県毎の所得格

差の変化をみたものです。折れ線グラフが上の

方にあると、全国の都道府県毎の一人当たりの

所得格差が大きいということです。逆に下の方

に来ると格差が少ないことになります。これを

見ると、矢印で示すように 1960年代から 70年
代の初めにかけて格差が急激に減ったのです。 
なぜ減ったのか、一般的に格差が減るには二

つの要因がありえます。一つは、地方それぞれ

がいい産業を育成し、高所得を得られる仕事が

増えることで、大都市との格差が減ることです。
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もう一つ、結果として格差が減る場合があって、

それは働ける場所に人が移っていくことです。

日本では大都市に仕事の機会が多かったので、

仕事のチャンスめがけて大都市に人が移り、地

方は人が減ることによって、ある意味働いてな

い人や低賃金の人が相対的に減ってきた。その

結果、格差が減るということです。 
その両方があるのですが、図 1と図 2を重ね
ると日本では、大都市に人が集まることによっ

て、地域間の格差が減ってきたという面が見え

てくるわけです。これは日本人全体としてはハ

ッピーなことで、地方の高校を出て大都市の大

学に行き、大都市でいい仕事に就いて、幸せに

暮らしていることは悪いことではない見方も多

いと思います。そういうことが行われてきたわ

けです。 
悪いことではない見方が多いのは、地方から

見ても同じです。先ほど大都市に集中し、裏返

せば地方から人口が流出しているグラフを見ま

したけれども、それでも地方には人が残ってい

てそれなりに活性化している、つまり、図 1は
あくまでも移動した人の統計だけで、移動して

いない人や新たに生まれる人もいるわけで、そ

ういう人を入れると、地方都市もそれなりに人

口増加していた時代があったのです。特に、図

1の左半分はそうだったのです。 
しかし、それが変わってきたわけです。出生

率が低下して、新たに子どもが生まれない。ま

た高齢者が増えてきたので、亡くなる方が増え

てきた。そのうえ、17、8歳になると一挙にい
なくなることをはじめとする大都市への移動が

未だ続いているので、地方から見ると、人口が

目に見えて減ってしまう。つまり、大都市への

流出ばかりではなく、自然に人口が減ってしま

う時代に日本が本格的に入ってきたわけです。 
 

 
図 3. 国土のグランドデザイン 

 
これがかつてとの大きな違いでありますが、

これまで日本が国全体として、この問題につい

てどのように考えてきたかを紹介します。日本

では約 10 年毎に国土計画を作ってきました。
日本の国の使い方、あり方をみんなで考え、計

画としてきたのです。全国総合開発計画、略し

て全総と呼ばれ、1960年代からそういう計画を
作っており、今でも作っています。図 3に、2014
年国土審議会が国土形成計画改正に向けての審

議をスタートしたとありますが、今年にも新た

な計画が出来るので、合計 7回、60年～70年
に渡って国土計画を作ってきたことになります。 
その考え方の基本は、一言で言えば、「国土の

均衡ある発展」というものでした。均衡ある発

展という言葉そのものが、どの計画の中でもキ

ーワードとして使われていたわけではないので

すが、格差の是正とか、多極という言葉も似た

ような概念として考えると、均衡、格差、是正、

多極といった言葉が、ずっと使われてきたわけ

です。2008年の国土形成計画までの六つの計画
では、そういう考え方が使われてきたわけです。

均衡とは何かとは難しいのですが、簡単に言え

ば「同じように」ということです。国土のあら

ゆる場所が同じように発展し、バランスが取れ

た状態が良い、偏るというのは均衡ではないこ

とです。実際は、先ほど述べた様に大都市に偏

っていったのですが、それは良くない考え方だ

ったわけです。そうした流れを少しでも変えよ

うと考えてきたわけですが、なかなか変わらな

かったのです。 
そこで、一番最近の計画の中ではどのように
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考えているかというと、やはり、東京一極集中

は是正するべきと基本的には同じですが、均衡

とまでは言わなくなりました。なかなか実現で

きなかったので、言っても仕方ないことになっ

てきたのです。 
ではなぜ、均衡しようとしたのに大都市に集

まってしまったのか。これは非常に単純で、人

は何を理由に住む場所を決めるのか、というこ

となのです。やはり働く場所がどこにあるのか

に人は引っ張られます。一方、企業側も立地を

考える場合、人が多い場所にすれば労働者が集

まりやすいことになります。人と企業の両方が

お互いを見ているわけですが、どちらが強いか。

やはり企業であり、企業活動が一番有利な場所

に立地しないと特に国際競争に勝てなくなって

きたことがかなり大きな理由として、日本企業

は大都市に集まりたがるのです。 
このような現象は、世界どこでも起こってい

るのではないかという声もあるかもしれません。

もちろん起こっているのですが、結果はそれぞ

れ異なります。例えば、アメリカは経済が非常

に発達した国ですが、東京のような突出した大

都市圏は存在しません。伝統的には東海岸に大

都市が集まっていましたが、現在は西海岸にも

IT 企業などを中心に非常に有力な企業が集ま
っています。ヨーロッパも、イギリスやフラン

スという国のレベルでみると、ロンドンやパリ

は極めて一極集中型の都市ですが、いまや EU
という大きな枠になっていて、その中ではロン

ドンが非常に大きいわけではない、パリもしか

りであります。だから、EU 全体で見ると群雄
割拠した都市の構造になっています。世界の先

進国における国と都市の関係において、日本は

特殊な状態にあるということです。したがって、

将来それを変える必要、あるいはそれが変わる

可能性があります。群雄割拠という言葉を使い

ましたが、熊本を含めた多くの都市がもっと世

界のいろいろな地域と連携し合って確固たる存

在になっていく可能性はあるわけです。しかし、

残念ながら日本の歴史を数十年間ふり返ると、

そうはなっていなかったのです。その結果、繰

り返し「均衡ある」と叫んでも、今のような一

極集中状態になって、均衡が取れなかったので

す。 
 
２ 人口減少時代の構図 

 
 
少し将来に眼を転じてみます。図 4は本日の
本題である「縮小時代」に直接関係するグラフ

です。このような時代が来るということです。 

 
図 4. わが国の人口、高齢化、集中 

 
このグラフには三つのメッセージが入ってい

ます。総人口の減少、高齢化、一極集中で、こ

れらをグラフに表すとこのようになります。一

番上の山形のグラフは、明治初期の 1884 年か
ら、約百年先の 2110 年までの二百数十年にわ
たる我が国の人口の変化です。今年 10 月に国
勢調査が行われます。日本で一番確かな人口統

計であり、1920年から始まり西暦の一の位が 5
と 0 の年に実施します。1920 年以前は別の統
計で、そのあと 2010 年までが国勢調査の値、
2010 年以降は国の機関が行っている予測値に
なります。現在、ちょうどこの山形のグラフの

頂上にいるところで、1 億 2700 万人強という
のが今の日本の人口です。今年の国勢調査で、
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これが 70万～80万人減ると言われています。
これは戦後、1945年以降の国勢調査で初めての
ことです。前回 2010 年の国勢調査の時にも減
ると言われ、当時の総務大臣は人口が減るとい

うメッセージを一度出したのですが、実際には

約 30 万人増えたのです。少しおかしいのでは
ないかという議論もあったのですが、国勢調査

は悉皆調査、全員の頭数を数えるわけですから、

これより正確な調査はなく信じるほかありませ

ん。 
今後、将来人口を推測していくと、山を下っ

ていくような軌跡を辿り、2110年には 4000万
人ぐらいになるわけです。ここでグラフは切れ

ていますが、このままいくと日本人は西暦 3000
年ちょっとすぎた頃に 0 になると計算できる。
日本人が日本列島からいなくなることを意味し

ているグラフです。合計特殊出生率を単純計算

でひたすら繰り返し掛けて計算していくと、こ

のように減り続けていく。それが一つの問題と

いいますか、特徴です。 
二つ目のメッセージは、左下から右上に上が

っていくグラフが示しています。このグラフは

老年従属人口指数を表しています。65歳以上の
人口を 15歳～64歳の人口で割り 100倍したも
ので、右側の目盛が値となります。これによる

と明治から 1970 年頃まで横ばいで推移し、そ
の後、急上昇していったことが分かります。ず

っと安定していた時代、明治、大正、昭和を経

て、戦後 1970年までは、おおよそ 11人の生産
年齢にあたる 15歳～64歳の働き手がいると、
それとは別に 1人の高齢者がいる社会だったわ
けです。高齢者は珍しい存在ではないが、たく

さんはいなかった。そのような状態においては、

高齢者の面倒をみるのはそれほど大変ではあり

ません。11人で 1人みれば良いのです。それが
これからも徐々に上昇し、今世紀末には 85 辺
りまで到達します。10人の 15歳～64歳の働き
手とは別に、8.5人の 65歳以上の人がいる社会
になるということです。8.5人を 10人で面倒を
みるのはかなりの負担です。医療や年金のよう

に、若い世代が高齢者を支える仕組みである現

在の日本の制度ではとても重くて支えきれず、

変更しないと立ち行かないことになります。 
あと二つ、1920年～2040年まで推移のグラ
フがあります。上のグラフは、先ほど述べた東

京圏一都三県の人口が全国の人口に占める割合

を表しています。2010年の 27.8%が、2040年
には 30.1%に増加する予測であり、一極集中が
ひどくなっていくことになります。下のグラフ

は、一都三県の人口そのものをグラフにしてお

り値は左の目盛となります。これによると、

2010年頃から右肩下がりに減っていきます。し
たがって、東京、神奈川、埼玉、千葉からなる

東京圏の人口が、全国に占める割合は増加して

いきますが人口そのものは減少していく、人口

減少が東京圏にも押し寄せてくるわけです。人

口減少していくとどうなるか、深刻化しないう

ちは暮らしやすくなります。東京圏の悩みは混

雑です。電車の混雑や、住宅が高い、どこへ行

っても行列をつくらなければならないとか、こ

れが大都市の悩み、欠点です。お店がたくさん

ある、交通が便利等は大都市の特徴、長所です

が、利用者が多いので混雑が起こるのが問題で

す。その混雑がだんだん緩和されていく、住み

やすくなる可能性があるわけです。したがって

一極集中は問題なのですが、その論拠の一つが

大都市問題です。大都市も過密で困っているの

で緩和したい、また地方も過疎化で困っている

ので解決したい。そのために大都市から地方へ

人が移っていくことが、先ほどの「均衡ある発

展」の政策内容だったのですが、今後は大都市

に比率の上では人が集まるけれど、人口そのも

のは減っていくので過密問題はなくなるわけで

あり、地方から見ると、大都市も困っているの

で地方に戻って来い、と言ってもなかなか通用

しない時代になるのです。したがって私は、こ

れから熊本市も含めた地方都市は、大都市から

何かを持ってくるのではなく、自立的に発展す

ることを考えていかねばならない時代が到来す

る、もう来ていると考えています。 
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図 5. 熊本市の人口予測 

 
図 5の上のグラフは熊本市の人口で、現在約

73万人、国の推計で 2040年までに 66万人程
度になるとされています。下から右肩上がりの

グラフが先ほど述べた老年従属人口指数で、や

はり国と同じく上昇していきます。国は 2040
年までしか予測していないのでここで終わって

いますが、60という数字です。働き手の負担が
ずいぶん重くなる時代が来ることになります。 

 
図 6. 日本の経済成長･人口変化･国土計画 

 
こうした人口の動向ですが、本日の講演に「縮

小時代」という題名をつけたのには、もう少し

意味があります。人口とは単に人の数だけでな

く、それ以上の意味を持っています。 
図 6にある二つのグラフは、日本の経済成長
率と人口の変化を表しています。上下に大きく

動いているグラフはGDP（国内総生産）の毎年
の伸び率です。過去をふり返ると、大きく分け

て三つの局面がありました。50年前の 60年代
を中心とする、経済が年率 10%で成長した時期、

現在では中国、今後は東南アジアの途上国が、

こうした高度成長期を迎えるといわれています。

それが 70 年代初めの石油ショックでシフトダ
ウンし、70～80年代は年率 5%ぐらいの経済成
長率の時代でした。それから 90 年前後のバブ
ル崩壊で再度シフトダウンし、2～3%の成長率
になり現在に至るわけです。政府は 3%程度の
成長率で今後やっていくと言っています。 
ところがこのグラフともう一つの人口増加率

を示すグラフを比べると、何となく関連してい

るのが分かります。人口増加率が 75 年をピー
クにして減り始め、一番右の 2010 年の時点で
ほぼ 0になりました。今後は、先ほど述べたよ
うにマイナスになっていきます。人口が減少し

ていく、特に 15歳～64歳の生産年齢人口は既
に減少しています。減少していくとどうなるの

か、経済学では、GDPのモデル、生産は労働と
資本を投入することで行われるという生産関数

を最初の頃に学びます。生産がGDP、労働と資
本が労働力人口と資本です。今後この労働力人

口がどんどん減っていくわけです。そうなると

当然 GDP も減っていくことになります。例え
ば、現状で非常に豊かな国である先進国は、ヨ

ーロッパに多数あります。いずれも日本より人

口が少ない。豊かさは一人当たりの GDP で表
し、これはほぼ同じで約 4万ドル程度あると一
流の先進国であり、日本もそのくらいです。し

たがって、例えばドイツは日本よりも人口規模

が少なく、フランスやイギリスは日本の半分程

度です。そうなると、一人当たり GDP は同じ
くらいですから、GDPそのものは日本の半分く
らいであり、人口規模に応じて GDP は小さく
なっていくわけです。したがって、日本も人口

減少に伴って、経済力も低下せざるをえないわ

けです。日本だけが、少ない人口で高い生産性

を維持しつつ、GDPは増えていくことはありえ
ないのです。しかしながら、この議論は未だ決

着がついていません。 
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図 7. 『人口蒸発「5000万人国家」日本の衝撃』 

 
図 7は、最近私も参加して執筆した『人口蒸
発「5000万人国家」日本の衝撃』というタイト
ルの本です。共著者の勝さんは財務省の事務次

官、白川さんは日銀総裁を務めた方です。そう

いった方々と一緒に執筆するなかで、一番関心

を持ったのは、人口が減ると GDP が減るので
はないか、まさに今の日本についてです。GDP
が減るということはマイナス成長であるわけで

すから、日本が人口減少とともにマイナス成長

が続いていく時代になるのではないか、その時

の経済を考える必要があるのではないかと述べ

たところ、お二人は同じ考えですとおっしゃい

ました。ただ、財務事務次官、日銀総裁を務め

た方ですから、お二人の名前でそれを本に書く

のは衝撃的すぎるということで、タイトルも「日

本の衝撃」に留まっているのです。本来はこう

いう議論が出てこないといけないのです。 
どうも経済学は成長のための学問であるらし

く、成長しない経済というのは考えられないよ

うです。したがって、経済学の第一線の方とこ

の議論をしても噛み合いません。少し達観した

方と議論するとそのとおりだとおっしゃるもの

の、なかなか言いにくいという印象です。した

がって、この本もそのところをタイトルに出来

ず一歩迫力がないのですが、そういう議論を少

しここで展開したわけです。 
いずれにせよ人口が減っていくことは、経済

にも影響が及ぶということです。加えて、マイ

ナス成長が続くことになると深刻です。なぜか

と言いますと、例えば今、防衛論争をしていま

す。防衛費は GDP の 1％出すことになってい
るわけですが、相手が非常に挑発的、日本との

関係が悪いとなると、日本は備えなければなら

ない。しかし、GDPが減っていくとなると、そ
の 1％も減っていくわけですから、防衛費にあ
まりお金を出せない。それから過去の借金も返

さなければならない。日本人が貸しているのだ

から返さなくてもいいというすごい議論もあり

ますが、やっぱり財布が違うので一緒には出来

ないだろうから返さなければならない。 
したがって、防衛費、過去の借金を今後みん

なで負担しなければならない。これが非常に重

荷になってくるのです。GDPが減っても一人当
たり GDP が維持できれば、生活の豊かさは継
続できますが、防衛費や過去の借金等の負担が

重荷になります。ですから、出来るだけこれら

を軽くしないといけないのです。防衛費をそれ

ほど負担しなくても安全が守られるようにしな

ければいけないし、なるべく現在の世代が借金

を減らしてから将来にバトンタッチしていかね

ばなりません。そのような問題が新たに出てく

ると思います。 

 
ここから、人口と都市の関係に絞って話を続

けたいと思います。日本の人口に関して、国民

がどう思っているのかについての世論調査が、

内閣府によって一年前に行われました。その結

果を見ると、人口減少は望ましくなく、増加す

るよう努力すべき、現在程度の人口を維持すべ

き、あるいは減少幅が小さくなるように努力す

べき等、とにかく人口減少は望ましくない、何

らかの対応をとるべきだという意見が 80％を
超えています。国民の大多数は人口問題につい

て非常に大きな問題だと考えているのです。 
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また、政府が数値目標を立てて、人口減少に

歯止めを掛けていくべきであるという考え方に

ついてどう思うかという質問がありました。選

択肢に、取り組むべきだが、個人の出産などの

選択は尊重する必要があるという回答が盛り込

まれています。おそらく設問者側に、子どもを

産むかどうかは個人の選択なので過剰な介入を

するのはいかがなものかという懸念があったの

だろうと思います。3 割ぐらいがこの回答を選
び、大いに取り組むべきという回答と合わせ

75％と、大多数の国民はやはり何か対策をとら
ねばならないという意見を支持していることに

なります。 

 
それから、少子化が与える影響で何が心配か

と質問したところ、年金や医療費の負担など社

会保障に与える影響を挙げる意見が一番多かっ

た。先ほど述べた負担増加についてです。特に

生産年齢に属する人にとっては、将来年金、医

療費をもらう側が増えて、負担する側が減って

くることを非常に心配しています。次いで、若

い人が減っていくわけですから、労働力が減少

して経済の活力が衰えることを心配しています。

国民全体が真っ当な心配を抱いているのです。 
 
３ 人口減少への適応策と緩和策 

 
図 8. 人口減少への適応策と緩和策 

 
では、どうすればいいのか、何をすべきかに

ついてお話します。図 8は私が最もお示しした
かったこと、本日のポイントです。私が主張し

たいのは、人口減少に対する適応策と人口減少

への緩和策。常にこの二つのことを念頭におい

て考え、同時に行う必要があるということです。 
適応策とは、人口減少が起こることを前提と

して認め、生じてくる二次的な問題に適応して

いき、人口減少に適応させていくことです。 
緩和策とは、人口減少そのものを緩和する、

人口が減らないようにするわけで、端的に言え

ば出生率を上げることです。 
この二つは全く異なります。しかし、同時に

行わなければなりません。あえて言うなら、当

面は適応策が重要です。人口はすぐには増えな

いので、当面は人口が減っていくのを容認し、

社会をどう適応させるかが、少なくとも 20 年
～30年ほどの期間重要になります。 
しかし、ずっとそのままいくと、図 4のグラ
フで述べたように、日本人がいなくなってしま

います。人口減少は望ましい考えの人もいます

が 2%と少数に過ぎず、減少してもしなくても
かまわない意見と合わせても 5%弱です。減少
は仕方がないという人も 2割程度いますが、減
少した方がいいという考えの人は世論調査でも

少ないのです。 
私の意見でもありますが、なぜ人口を回復す

ることが望ましいのでしょうか。若い人たちに



9 

アンケート調査すると、結婚したい、子どもを

つくりたいという意見は結構あります。これら

の希望をそのとおり実現できますと、合計特殊

出生率が 2.5と、十分に人口を維持できるうえ
少し増える水準になります。しかし、現実の合

計特殊出生率は 1.43ですから、全く実現できて
いないことになります。それゆえ、これから結

婚して子どもを産む可能性のある若い人たちの

希望が実現できる社会になれば、人口問題はか

なり解決できることになります。誰も子どもが

欲しくない、結婚もしたくない人が圧倒的に多

ければ、なかなか有効な手立てがないことにな

りますが、現実は先ほど述べたように希望のあ

る状況です。 
そこで、まず適応策です。希望があるからと

いって、それがすぐ大々的に実現できるわけで

はなく、しばらくは人口減少に付き合う必要が

あります。今までこのことがあまり真剣に考え

られてこなかったのです。かつて人口が増えて

いた時代は、自治体で総合計画等を作成すると

き、最初の方に人口予測を掲げて、将来我が市

の人口はこの程度増える、そのためにこのよう

な施策を実施することが必要だと、前向きな議

論が展開できたわけです。やはり人口は重要で、

自治体にとってあらゆる施策のいわば代理指標

です。自治体の将来を表す指標を示すとすれば

将来人口ということになり、あらゆるニーズの

源となるわけです。しかし、将来その人口が減

っていくとなると自治体のニーズも減っていく

ため、市役所の職員もより削減してもいいので

はないかということになります。このことにど

うしても抵抗があって、最近では最初に人口予

測をつけない総合計画が増えてきています。し

かしながら、やはり真正面から向き合い、しっ

かりと人口ビジョンを出して、それにどう対処

していくかを考えるべきです。現在、地域創生

で求められているのはそういったことであり、

そこをきちんと書くというのが適応策でありま

す。 
そして繰り返しますが、適応策だけだと将来

誰もいなくなってしまうので、適応策と緩和策

の両方が必要です。 

３－１ 適応策 コンパクトシティ 

 
図 9. コンパクトシティによるまちづくり 

（富山市） 
 
では、具体的にどのような適応策があるので

しょうか。ニーズに応じていろいろなものを供

給していくわけですが、「縮小時代の都市政策」

ですから、ニーズが減ればそれに応じて供給を

減らすことになります。子どもの数が減れば学

校を縮小していくことが必要でしょう。今後し

ばらく高齢者施設の需要は増えますが、ある時

点から減り始めるのでそれに対応することも必

要です、というように自治体だけでなく民間の

施設も、やはりニーズの源は人口ですから、整

備、業務については人口の動向に対応すること

が必要です。これらは比較的市場をベースに出

来ます。 
他方、今からじっくり設計していく必要があ

るのが整備に時間のかかるまちづくりです。そ

こで強調されているのが、コンパクトシティで

す。この言葉が日本で本格的に取り入れられた

のは 10年くらい前です。図 9は富山市につい
てで、当時、富山と青森がコンパクトシティを

提唱しました。青森は事情があり継続的に行わ

れなくなったのですが、富山はずっと推進して

きました。結果、全国の政策になったのです。

それが後で述べる都市再生特別措置法で、昨年

改正されて、例えば立地適正化計画といわれる

ものが作られるようになったことにつながるわ
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けです。 
富山では何が考えられているのか、それほど

複雑なことではなく集約しようとすることです。

富山は全国で一番住宅事情が良いことで有名な

都市です。端的にいえば、一人当たりの住宅の

広さが一番広いという条件に恵まれている、住

宅にこだわる土地柄なわけです。そのため、や

はり広い敷地に住めるよう郊外に広がっていか

なければならない。そこで、郊外を区画整理し

宅地を広げていったわけですが、郊外化が止ま

らないことから、現市長の就任時に流れを大転

換する必要があるとして打ち出したのが、コン

パクトシティ構想です。それまでとは全く逆に

中心部に集めようということです。富山市の中

心部には拠点となる駅があり、熊本と同様に路

面電車もある。その周りの集合住宅などに住ん

でもらえば、行政サービスも効率的に提供でき、

かつ住民も電車などの公共交通に乗ってくれる

という一石二鳥ではないかと考え、コンパクト

シティを提唱したのです。 
 

 
図 10. 富山型コンパクトシティの都市構造 

 
とはいえ無理に 1ヵ所に集めようというので
はなく、例えば、図 10 に「富山型」とありま
すように、複数の拠点をつくり、住み替える場

合は拠点の周辺に移転してもらうことにしまし

た。どこに集まってもコンパクトというわけで

す。また全員が一挙に集まろうというのではな

く、10年前の時点で拠点として指定した地区に
人口の 3割が住んでいたのを 20年かけて 4割
に上げようという目標を設定しました。そして

電車の整備や拠点に移住する人への補助金など

により、徐々に集約化を進めようとしたのです。 
先日富山に行く機会があり、成果を伺ったと

ころ、目標達成とまではいかないがその方向に

向かって動きつつあるとのことでした。特に、

富山市の中心から日本海側に行く方向、元々JR
線があったところに、LRTを新たに整備しまし
た。すると、沿線にマンションが増えるなど人

が集まり、LRTが利用されやすいといった効果
が出てきているようです。ただ、少し期待が外

れたことに、郊外に 100坪あるような家を処分
して拠点周辺に集まってくれると見込み、住み

替えによる子育て世代の郊外居住は認めようと

考えていたところ、やはり住宅にお金を掛ける

土地柄なのか、お金持ちなのか、郊外の不動産

を残したまま都心の住宅を買う人が多く、住み

替えがなかなか起こっていないとのことでした。

けれども、構想に向かって少しずつ進んでいま

す。 
 

 
図 11. 立地適正化計画 

 
図 11 は、先ほど述べたコンパクトシティを
全国化しようと、国が作成した立地適正化計画

です。富山は拠点周辺への移住に補助金を出し

ていましたが、国の計画はそこまで至っていま

せん。人が集まる施設を適切な場所に立地させ

ることにより、間接的に人や住宅を動かすもの

で、いろいろな所で計画されると思います。昨

年の国土交通省による計画作成に私も協力しま

したが、熊本市は一番の候補でした。次に頑張

るのは熊本ではないかと期待されているのです。 
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しかし、なかなか簡単ではありません。昨年

の世論調査で、コンパクトシティの考え方に賛

成か、それとも反対かとたずねたところ、賛成、

どちらかといえば賛成が 3割、反対、どちらか
といえば反対が 6割超と、倍以上の人が反対し
ています。せっかく建てた家をなぜ放棄しなけ

ればならないのかというわけでしょう。 
 

 
 
さらに、居住地の中心部への集約が進められ、

自宅周辺に病院などの必要な施設や機能が不足

した、自分の住んでいる所が不便になった場合、

中心部への移住を考えるか尋ねたところ、考え

る、どちらかといえば考えるが約 5割、考えな
い、どちらかといえば考えないも約 5割と半々
の結果になりました。 
これら二つの設問から、病院や商業施設など

を拠点に集約化して便利な場所をつくる。そう

して、そこに人が集まってくるというやり方を

とらなければならない、まず住宅からというの

は、どうもうまくいきそうにないことを暗示し

ているわけです。 
 
 
 
 

３－２ 適応策 安全なまちづくり 

 

ここまでコンパクトシティについて述べまし

たが、こうした適応策は、同時に安全性も高め

るものでなければなりません。東日本大震災で、

実は非常に危険な場所に人が住んでいたことが

再認識されました。これからは人口が減ってい

くのだから、無理して危険な場所に住む必要は

ないでしょう。河川の氾濫原や、津波や土砂災

害の恐れのある場所からより安全な場所に移っ

ていくことを、コンパクトシティ計画の中で同

時に行い、コンパクト性と安全性双方を実現す

るのです。それにより、行政のサービスが効率

的に行うことができ、あるいは人々が互いに助

け合いながら暮らすことが実現できるでしょう。

危険な場所を指定し、そこから撤退することを

コンパクトシティと絡めてやっていく、それが

知恵ではないでしょうか。 
 
３－３ 緩和策 

適応策はこれくらいにして、緩和策に移りた

いと思います。これがかなり重要なのです。 
さて、合計特殊出生率とは一人の女性が生涯

に何人子どもを産むかを示す数字ですが、男性

は子どもを産みませんから、人口維持にはこれ

が 2でなければなりません。また、子どもを産
む年齢になるまでに亡くなる女性もいますので、

2.07でなければ、日本では人口が維持できない
とされています。 
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図 12. 日本の合計特殊出生率推移 

 
合計特殊出生率を 1947 年からグラフ化した
ものが図 12です。1970年前後よりずっと下降
していることが分かります。そこで、節目毎に

様々な少子化対策が行われてきました。 
第一の節目とされるのが、「1.57 ショック」
と呼ばれた 1989 年です。いわゆる「ひのえう
ま」で出生率が人為的に低下した 1966 年が
1.58でしたが、それを下回ったのです。それか
ら、2005年に 1.26と非常に低い数字を記録し、
最近は 1.43と少し増えていますが、約 40年前
に 2.07 を割って以降ずっと低下傾向にありま
す。様々な対策が行われたわけですが、長続き

しない、あるいはうまくいかなかったのです。 
その理由を、先ほど紹介した本では、「シルバ

ー民主主義」という概念を使って分析していま

す。高齢者が増えると、高齢者を優遇する政策

を掲げる政治家、政党への投票が増加します。

すると政党側も高齢者優遇の政策を競って掲げ

ます。このように、民主主義の多数者に近づく

ことで益々その方に政策が流れていくとする分

析もあります。限られた予算額の中ですから、

高齢者政策の充実とひきかえに少子化対策がお

ろそかになる。時々、何かのショックのときに

一時的に対策を打っても消えてしまいます。も

ちろん、高齢者も自分たちだけが良ければよい、

若い人が希望を実現できなくてかまわないとは

思っていませんから、うまく政策調整し、少子

化対策を進めていく必要があります。 
 

 
実際、世論調査でもそのような結果が出てい

ます。子どもを生み、育てることによる負担は

社会全体で支えるべき考え方、つまり少子化対

策を社会全体の政策として捉えることに、90%
以上の人が賛成またはどちらかといえば賛成と、

多くの人が支持しています。 
 

 
それから、少子化対策で特に期待する政策と

して、仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し、

子育て･教育における経済的負担の軽減等が支

持されています。つまり子どもを生み育てるこ

とを社会全体で支えていくことに関して、相当

な世論の支持がある、そこまでする必要がある

と皆考えるようになったのです。 
緩和策としていくつか私の考えを挙げてみま

す。 
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先ほど世論調査の結果を紹介しましたが、私

は、これまで少子化対策が行われてきたのに長

続きしなかったのだから、今までにない大胆な

対策を実行しないと同じことの繰り返しになる

と考えています。というわけで「今までにない」

がキーワードです。 
例えば寿命が延びても、子どもをつくれる年

齢は変わりません。とくに女性にとっては 20
代～30代ぐらいが子どもをつくる時期で、その
後が子どもを育てる時期です。この時期に相当

なウエイトを、子づくり子育てを含めてライフ、

生活におく必要がある。人間の生活はワークと

ライフ、仕事と生活からなると考えれば、仕事

を減らし生活を重視するような制度をつくって

いく必要がある。労働時間短縮、休日増加、残

業禁止、在宅勤務などのいろいろな工夫を集約

する。しかも、これらを男性にも女性にも同じ

ように行うのが重要だと、私はずっと主張して

います。なぜなら、今は女性も社会参加もする

のに子育てに多くの時間を割かなければならな

い。同年代の男性は働くことを中心にできる。

女性が仕事を頑張ろうとしてもこの時期に出遅

れてしまうのです。やはり男女ともこの時期は

ライフ優先の時期にして、40代ぐらいから本格
的に仕事に参戦する、そして寿命も延びている

ので、定年を 70 歳くらいに延長してゆっくり
働くことにすれば良い。また、40歳くらいから
課長になろうとか出世競争するのではなく、職

場をフラット化する。それぞれの分野で専門分

化を進め、その専門分野で業績を上げれば評価

が得られる仕組みを定着させる、専門家になろ

うということです。ゆっくりスタートしても評

価される、好きな仕事をしながら生活を支えら

れるようにしようというのが私の提案です。し

たがって、男女がともに働く参画社会は当然進

めなければいけないが、ある時期を子づくり子

育て期としていくことが必要で、そしてその時

期は男女ともに適用されなければならないので

す。 
 

 
世論調査によると、定年については、私の考

えに比較的近い意見が支持されていて、少し延

長して 60 代後半で良いのではないかと考える
人が一番多いのです。やはり寿命が延びたので

もう少し働ける、働きたいという人が増えてい

るでしょうし、それに対応する必要はある。も

ちろん体力には個人差があるので、年齢で一律

に捉えるべきではないとする意見ももっともだ

と思います。 
 
４ 東京と地方 

４－１ 東京への集中問題 

 
以上が緩和策でした。適応策、緩和策の両方

をつくり進めていくということです。熊本市は

良い産業が来るので人口が集まってくる、だか

ら人口減少を前提とした適応策は必要ないとは

考えないわけです。東京ですら人口が減る、日

本のあらゆる地域が人口減少社会を数十年間経

験しなければならない宿命にあり、その時、不

便かつ無駄にならないよう社会を適応させる必

要があります。そして、そのままだと人口が減

少する一方なので、同時に抜本的な緩和策にも

取り組んでいかねばならないわけです。 
まち・ひと・しごと創生や地方創生のなかで

も一極集中是正という言葉がでてきます。これ
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は先ほど述べたように東京への集中問題の様相

が変わるということです。東京も少し遅れて始

まりますが人口減少社会に見舞われるのです。

高齢者の数が非常に多くそれなりに深刻です。

したがって、適応策と緩和策からなる政策は全

国同じように行わなければならないのです。 
 

４－２ 地方圏の振興 

 
 
ここで人口だけではなく、もう少し前向きに

地域の活性化策を考えてみましょう。日本の国

際競争力強化に関する世論調査によると、多く

の国民は、第一に世界に通用する人材を育成す

るための教育が重要だと考えています。それか

ら、やはり産業活動です。独自の技術を有する

中小企業あるいは労働者の能力開発などが重要

視されています。 
 

 
また、住んでいる地域が活力を取り戻し、さ

らに活性化するために期待する施策について質

問したところ、暮らしまわりの医療･福祉の充実

や防災・防犯などへの関心も高いようですが、

雇用あっての地域であるから、地域に雇用を生

み出す新産業の創出が重要だという意見も多く

あります。 
 
まとめ 熊本の可能性 
技術立国

• 基礎研究・応用研究→橋渡し→実用・産業化
• 基礎から産業化までを対象にした地域産業・雇用政策
• 地域の範囲を超えてダイナミックな展開、国際化

• 地域の研究･人材育成機関と広域自治体･市町村が連携
• 大学を地域の拠点に
• 産学公連携で戦略的な研究開発

地域のライフスタイルのブランド化
• 地域資源をベースにした技術と産業の振興

持続的な政策によるコンパクトシティの形成

• まちの核になる施設の立地政策・立地誘導
• 市役所、医療・福祉施設、小中学校、商業施設

• 地域間ネットワークによる支えあい
• 緩和策の適用による人口安定化
• 地域産業政策による新たな雇用機会創出  
最後に、熊本の可能性について触れたいと思

います。熊本市は地域活性化の面で何をすべき

なのでしょうか。 
私は第一に、日本としては技術立国が必要だ

と考えます。学術会議会長や国立の技術科学大

学の学長をしていますので、技術の分野に非常

に近い立場にいます。この分野においては、熊

本にも熊本大学あるいは県立大学といった非常

に卓越した教育機関がありますが、そういった

ところから人材を輩出して、研究成果を基礎に

新しい産業を興していく、あるいは産業に革新

をもたらしていくベースを地道に構築していく

ことが何よりも大切です。 
二つ目に、地域のライフスタイルのブランド

化です。人口問題のところではあまり触れませ

んでしたが、高齢者が増えていくことは逆に考

えれば寿命が長くなることです。負担が重くな

るというと何か悪いことのような印象がありま

すが、長寿というのは非常に良いことです。日

本は世界がうらやむ長寿社会ですが、その秘密

はライフスタイルにあります。長寿だけではあ

りませんが、日本人のライフスタイルの良さを

私たち自身が評価し、ライフスタイルそのもの

を世界に広めていくことが、衣食住、物品など

様々な面であらわれてくるのではないか。それ

を積極的に産業化しブランド化していけば良い、

それが私のアイデアです。 
最後に、熊本市に期待したいこと、それは持
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続的な施策によるコンパクトシティです。電車

もあり、メリハリの利いた中心市街地のたたず

まいもありますので、富山に次ぐ成功例をぜひ

つくっていただきたいと思います。 
非常に厳しいこれからの縮小時代ですが、そ

れに合わせた楽観視しない都市政策がおそらく

重要であり、適応策と緩和策という二本の柱を

ぜひ忘れずにいただきたいと思います。 
ご清聴ありがとうございました。


